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三 重 県
Mie Prefecture１．検討会議説明事項概要

上記の成果検証や現状分析を踏まえ、検討会議委員の知見に基づき、
３つの取組方針における具体的な目標・施策等を議論・検討

現プランの
成果検証

三重県の建設産業の現状分析
（社会情勢・県内建設企業の状況）

（巻末資料を参照）

【生産性の向上】【担い手の確保】

教育機関との連携の下、建設業の
魅力を発信し、担い手を確保する

【労働環境の改善】
休日の確保や長時間労働の是正、

女性活躍等を推進し、労働環境の
改善を図る

地域の建設企業の存続（時代の変化に対応した経営）

業務プロセスの仕組みの改善や、建設Ｄ
Ｘの導入により、生産性を向上させる

取組方針

計画期間
令和6年度～令和9年度
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現状分析結果

プラン取組結果

②県内の新卒就職者数は全産業で減少傾向 (P25)
（４年間で１８％減）

③建設業の有効求人倍率は高く推移しており、慢性的
な人材不足 (P25)

④入職のきっかけは、学校関係者や家族・親族からの
紹介が多い (P25)

１．検討会議説明事項概要

❶出前授業、現場見学会、進路指導教諭との交流会な
ど、継続して取り組んだ結果、担い手確保の取組は
大きく進んでいる。(P37)

❷一方で、取組が入職に繋がっているかが不透明。
(P37)

❸工業系高校より、入職に向けて在学中に資格取得さ
せるなど、早めの動機付けが効果的であるとのアド
バイスを受けた。(P37)

課題

学校の情報やニーズをいち早く
把握するため、各学校へ継続的
に訪問を行い、関係性の構築を
図る必要がある。
（①～④、❶、❷）

①県内就業者数は減少傾向（１５年間で２５％減）
（東紀州地域が顕著） (P24)

就職先としての建設業の定着

生徒に届く魅力発信

Ｕ・Ｉターン人材の確保

新卒就業者の減少を補うＵ・Ｉ
ターン人材等への働きかけが必
要である。
（①、②、③、⑤）

県内建設業
の就業者数

入職動向

担い手確
保の取組

採用動向
⑤新規採用者以外にも、社会人（中途採用）の採用
など幅広く人材確保がされている。(P26)

入職に向け効果的な取組を検討
し、実施していく必要がある。
あわせて、建設業が職業選択肢
となるよう、生徒とともに保護
者へも早めの動機付けが必要で
ある。
（④、❶、❷、❸）

三 重 県
Mie Prefecture

1.担い手、労働者の確保
【次期プランで取り組むべき課題】
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１．検討会議説明事項概要

現状分析結果

プラン取組結果

③アンケートより、ＢＣランクでは経費や人材確保の
観点から進まないとの回答が４割。(P31)

④人材育成を行うためのノウハウ、時間がないとの回
答が３割。(P33)

⑤遠隔臨場、ASPについて、試行を進めている。(P32)

❶試行工事の実施件数は年間２４０件まで増加した
が、ここ数年の実施率は、約６５％で高止まり。
(P31,38)

❷ICT活用により、生産性向上の効果は確認されて
いる。(P32,38)

❸採算性の観点から、小規模な現場などで実施率が悪
い傾向にある。(P34,38)

❹ＢＩＭ/ＣＩＭについて、試行を進めている。(P38)

課題

①企業の経験率は、Ａランクの６４％、Ｂランクの
２２％に留まっている。(P31)

②アンケートより、Aランク企業では、約８割が活用
を進めている又は積極的に活用していきたいとの意
向を持っている。(P33)

建設DXの普及啓発

ＩＣＴ活用工事の
小規模現場等への対応

人材育成

ICT、遠隔臨場、ASPについて、
導入効果を広く周知し、業界全
体に建設DXの浸透を図る必要
がある。
（①、②、⑤、➊、❷）

採算性の悪い小規模現場に対応
できるＩＣＴ活用工事の導入が
必要である。（③、❸）

ＩＣＴに対応できる人材が不足
しており、人材育成に対する支
援が必要である。（③、④）

ＢＩＭ／ＣＩＭの活用

ＢＩＭ／ＣＩＭを活用・拡大し
ていくため、３次元測量の活
用・普及が必要である。
（❹）

県内企業
ICT経験率

ICT活用
の意向

ICT活用
が進まな
い理由

試行工事
の結果

三 重 県
Mie Prefecture

2.建設現場の生産性の向上

【次期プランで取り組むべき課題】
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１．検討会議説明事項概要

週休二日相当の休暇取得が業界
全体に浸透していないことから、
市町、民間含めて取り取り組む
必要がある。
（①、③、➊、❷）

現状分析結果

①依然として高い離職率 (P27)
（仕事内容、労働時間、給与）

②時間外労働の上限規制が、Ｒ６．４より適用 (P28)

③週休二日相当の休暇取得率は低い (P29)
④年間総実労働時間は、他産業と比較して年間３００
時間以上は長い (P28)

⑤入社後２割の社員が「給与・福利厚生」不満 (P30)

プラン取組結果

➊県発注工事の週休二日試行工事は概ね浸透 (P37)
（Ｒ４達成率７７％）

❷週休二日制工事は市町、民間には浸透していない。
(P37)

❸若手登用は進まなかった。 (P39)

課題

処遇の改善と人材育成

休日の確保

時間外労働時間の削減

時間外労働の上限規制への対応
も含めて、時間外労働の削減に
取り組む必要がある。
（①、②、④）

給与や福利厚生の改善や就業者
定着に向けたキャリア構築が必
要（①、⑤、❸）

次期プランで目指すべき内容

社会情勢

県内建設業
の実情

労働環境
の改善

三 重 県
Mie Prefecture

3.労働環境の改善

【次期プランで取り組むべき課題】
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１．検討会議説明事項概要

取組方針１ 担い手の確保 (教育機関との連携の下、建設業の魅力を発信し、担い手を確保）

（１）教育機関等との連携 （３）U・Iターン人材への
働きかけ

出前授業（担い手確保支援ﾁｰﾑ）

教員と企業との交流会

建設業界と一体となった学校訪問

（２）生徒への魅力発信
・動機付け

２級施工管理技士資格取得支援

（事例）

取組施策（案）

（１）教育機関・建設業界・行政の連携

（２）生徒への魅力発信・動機付け

（３）Ｕ・Ｉターン人材等への働きかけ

（課題）

・就職先としての建設業の定着

・生徒に届く魅力発信

・Ｕ・Ｉターン人材等の確保

三 重 県
Mie Prefecture
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１．検討会議説明事項概要

取組方針２ 生産性の向上（業務プロセスの仕組みの改善や、建設ＤＸの導入により、生産性を向上）

ICT建機による掘削・盛土

（１）建設現場における生産性向上

・ICT活用工事の推進

・建設DX促進説明会の継続

取組施策（案）

（１）建設現場における生産性向上

（２）ＩＣＴ人材の育成

（３）測量・設計・施工の効率化

（課題）

・建設DXの普及啓発

・ICT活用工事の小規模現場等への対応

・人材育成

・BIM／CIMの活用

（３）測量・設計・施工の効率化

（２）ICT人材の育成

・ＩＣＴ研修の開催

（他県事例）

遠隔臨場

・遠隔臨場の実施

・BIM/CIMの活用支援・三次元測量の普及

三 重 県
Mie Prefecture
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１．検討会議説明事項概要

取組方針３ 労働環境の改善（休日の確保や長時間労働の是正、女性活躍等を推進し労働環境を改善）

（１）週休２日制の定着

建設キャリアアップシステム
（CCUS）の活用

（３）適正な利潤の確保・人材育成・福利厚生

物価高騰への適切な対応

取組施策（案）

（１）週休２日制の定着

（２）施工管理の効率化・分業化

（３）適正な利潤の確保・人材育成・福利厚生など

（給与水準、CCUSの活用など）

（課題）

・休日の確保

・時間外労働時間の削減

・処遇の改善と人材育成

（２）施工管理の効率化・分業化

建設ディレクター等の活用

発注者 受注者

ＡＳＰ

三 重 県
Mie Prefecture
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２．第１回活性化プラン検討会議の開催結果 三 重 県
Mie Prefecture

第１回検討会議の開催結果

開催日：８月２１日（月）

【会議概要】

策定主旨・計画期間、建設業に期待する役割、建設産業の現

状分析結果、現プランの取組結果から、次期プランで取り組む

べき課題を整理し、骨子案として以下の３つの取組方針に基づ

き取組施策を中心に議論して頂いた。

【結果】

事務局より示した骨子案の内容について概ね認めていただき

ました。

また、各委員の専門的な見地から、取組施策についても、具

体的な意見・助言をいただいた。

【生産性の向上】【担い手の確保】

教育機関との連携の下、建設業の
魅力を発信し、担い手を確保する

【労働環境の改善】
休日の確保や長時間労働の是正、

女性活躍等を推進し、労働環境の
改善を図る

地域の建設企業の存続（時代の変化に対応した経営）

業務プロセスの仕組みの改善や、
建設ＤＸの導入により、 生産性を向
上させる

取組方針
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３．検討会議にて出された主な意見

第1回検討会議で出された主な意見
「取組方針１ 担い手の確保」

• 工業高校の生徒が建設企業の現場説明会などの取組に、企画段階から参加することで建
設企業に親近感が出て、魅力を感じやすくなる。

• 中高生よりももっと下の世代（小学生）や保護者に向けて建設業界からものづくりに対
する魅力を伝えられるとよい。

• Uターン・Iターンで戻ってくる人は高校の先生を頼るケースもある。先生に地域の建設
企業を覚えてもらうとともに、受け皿として就職先を用意しておくことが必要。

• 先生が生徒に信頼できる企業を提示できるかが重要。学校と信頼できる地域の建設企業
の連携が必要。

• 建設業のことを教えることが出来る先生が少ないため、出前授業の実施など外部から教
育に協力いただき、非常に助けになっている。今後も続けて欲しい。

• 就業後の資格取得は負担に感じている人が多い。取得できる資格は、工業高校に通って
いるうちに取得させると良い。

１）魅力発信、動機付け

２）人材育成

検討会議にて各委員の専門的な見地から具体的な意見・助言をいただいた。
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３．検討会議にて出された主な意見

「取組方針２ 生産性の向上」

• 建設DXに成功している企業を紹介し水平展開を図ることが必要。

• 県一律で取組を実施するよりも、パイロット企業に補助金を出して成功例をつくり、そ
の成功例を踏襲して進める方法も有効。

• ICTの導入が単なる「人員削減」や「効率化するだけの道具」にならないように注意する
必要がある。ＩＣＴの導入により適正な利潤が確保できるようにしなければならない。

• BIM/CIMは工業高校と地元企業が一緒に取り組めれば両者によって良い。
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３．検討会議にて出された主な意見

「取組方針３ 労働環境の改善」

• 週休2日制への対応について、例えば1か月単位でまとまった休暇を取れるような制度を
作るなど、就業規則のサポートが必要。

１）週休２日制の定着

• 民間建築工事が問題。「適正な工期を確保していなければ建築確認申請を受け付けな
い」くらいの姿勢で取り組んでいただきたい。

• 現場での準備、片付け、危険予知活動は時間外労働で行っている。時間外労働を減らす
ため1日8時間労働とする場合は、現場の作業時間が５～６時間になるため、工期を長く
しても適正な利潤が確保できるようにする必要がある。

• 工期の短縮を評価するのではなく、今後は適正な工期を確保していることを評価するよ
うにしなければならない。

２）適正工期の確保

• 発注金額は県と市町では同程度、発注件数は市町の工事は県の工事の1.5倍である。 市町
に対して施策を浸透していくこと重要である。

３）残業時間の削減
• 施工管理の効率化や分業化に加えて、事務所内（バックオフィス）での作業もDX化でき

るものがある。

４）その他
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